
0

源（調達源泉別） 3,

Ｆ

761,677 Ｓ

税収

＝

8,931,582

社

Ｄ

会保険料 369,58

＋

9

移転収入 7,354

Ｅ

,538

公債等 12,

資

460,216

その他

金

の財源の調達 △28,

1

524,282

評価・

0

換算差額等 3,170

,

,034 ← ＮＷＭより

2

その他の純資産 269

3

,777,340 Ｔ

開

4

始時未分析残高 269

,

,777,340

その

8

他純資産 0

純資産合計

9

290,897,26

7

0 Ｕ＝Ｒ＋Ｓ＋Ｔ

負債

Ｅ

・純資産合計 422,

←

908,938 Ｖ＝Ｑ

Ｃ

＋Ｕ

Ｆより

金融資産（資金を除く） 20,623,013 Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

債権 9,537,332 Ａ

税等未収金 5,181,596

未収金 3,013,805

貸付金 115,024

その他の債権 1,095,662

(控除)貸倒引当金 131,245

有価証券 0 Ｂ

投資等 11,085,681 Ｃ

出資金 228,33

【

3

基金・積立金 10,

様

737,655

財政調

式

整基金 4,623,2

第

63

減債基金 0

その他

1

の基金・積立金 6,1

号

14,392

その他の

】

投資 119,692

２

平

．非金融資産 392,

成

051,028 Ｍ＝Ｊ

２

＋Ｋ＋Ｌ

事業用資産 1

６

44,042,743

年

Ｊ＝Ｇ＋Ｈ＋Ｉ

有形固

度

定資産 142,301

　

,515 Ｇ

土地 90,

小

617,549

立木竹

田

28,559

建物 45

原

,065,637

工作

市

物 721,696

機械

　

器具 1,561,44

単

3

物品 739,488

体

船舶 0

航空機 0

その他

貸

の有形固定資産 2,0

借

05,327

建設仮勘

対

定 1,561,816

照

無形固定資産 1,60

表

3,634 Ｈ

地上権 1

（

,192,819

著作

B

権・特許権 0

ソフトウ

S

ェア 8,193

電話加

)

入権 0

その他の無形固

（

定資産 402,622

平

棚卸資産 137,59

成

4 Ｉ

インフラ資産 24

2

8,008,285 Ｋ

7

公共用財産用地 102

年

,360,650

公共

 

用財産施設 140,9

3

85,992

その他の

月

公共用財産 3,643

 

,064

公共用財産建

3

設仮勘定 1,018,

1

579

繰延資産 0 Ｌ

資

日

産合計 422,908

現

,938 Ｎ＝Ｆ＋Ｍ

【

在

負債の部】

１．流動負

）

債 12,043,52

（

3 Ｏ

未払金及び未払費

単

用 1,216,468

位

前受金及び前受収益 4

：

,204,554

引当

千

金 1,244,189

円

賞与引当金 1,244

）

,189

預り金（保管

【

金等） 1,302,5

資

61

公債（短期） 4,

産

394,560

短期借

の

入金 80,000

その

部

他の流動負債 △398

】

,807

２．非流動負

１

債 119,968,1

．

54 Ｐ

公債 105,1

金

37,888

借入金 6

融

0,000

責任準備金

資

0

引当金 11,623

産

,782

退職給付引当

3

金 11,435,33

0

2

その他の引当金 18

,

8,450

その他の非

8

流動負債 3,146,

5

485

負債合計 132

7

,011,678 Ｑ＝

,

Ｏ＋Ｐ

【純資産の部】

9

財源 17,358,2

1

42 Ｒ

資産形成充当財



用 59,331,940 Ｅ＝Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ

①人件費 21,458,340 Ａ

議員歳費 155,665

職員給料 11,507,905

賞与引当金繰入 1,390,253

退職給付費用 1,411,88

【

5

その他の人件費 6,

様

992,631

②物件

式

費 12,350,62

第

6 Ｂ

消耗品費 902,

2

815

維持補修費 3,

号

553,798

減価償

】

却費 3,696,42

平

3

その他の物件費 4,

成

197,590

③経費

２

12,706,286

６

Ｃ

業務費 66,211

年

委託費 9,380,6

度

55

貸倒引当金繰入 1

　

,025,925

その

小

他の経費 2,233,

田

496

④業務関連費用

原

12,816,687

市

Ｄ

公債費（利払分） 2

　

,036,305

借入

単

金支払利息 59,43

体

2

資産売却損 456

そ

行

の他の業務関連費用 1

政

0,720,494

２

コ

．移転支出 59,46

ス

8,838 Ｆ

①他会計

ト

への移転支出 0

②補助

計

金等移転支出 43,1

算

73,197

③社会保

書

障関係費等移転支出 1

（

5,983,553

④

P

その他の移転支出 31

L

2,089

経常費用合

）

計（総行政コスト） 1

（

18,800,778

自

Ｇ＝Ｅ+Ｆ

【経常収益

平

】

経常業務収益 32,

成

215,846 Ｊ＝Ｈ

２

+Ｉ

①業務収益 31,

６

261,116 Ｈ

自己

年

収入 31,107,2

　

74

その他の業務収益

４

153,843

②業務

月

関連収益 954,73

　

0 Ｉ

受取利息等 6,3

１

64

資産売却益 0

その

日

他の業務関連収益 94

 

8,365

経常収益合

至

計 32,215,84

平

6 Ｋ＝Ｊ

純経常費用（

成

純行政コスト） △86

２

,584,932 Ｌ＝

７

Ｋ-Ｇ → ＮＷＭへ

年　３月　３１日）

（単位：千円）

【経常費用】

１．経常業務費



,780 9,399,780

③移転収入 43,820,604 43,820,604 43,820,604

他会計からの移転収入 △10,463 △10,463 △10,463

補助金等移転収入 27,895,296 27,895,296 27,895,296

国庫支出金 20,830,868 20,830,868 20,830,868

都道府県等支出金 7,064,428 7,064,428 7,064,428

市町村等支出金 0 0 0

その他の移転収入 15,935,772 15,935,772 15,935,772

④その他の財源の調達 9,562,461 9,562,461 9,562,461

固定資産売却収入（元本分） 654 654 654

長期金融資産償還収入（元本分） 257,697 257,697 257,697

その他財源調達 9,304,110 9,304,110 9,304,110

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部 1,682,379 0 1,044,181 3,844,807 △4,732,463 0 1,8

【

38,904 1,83

様

8,904

１．固定資

式

産の変動 1,682,

第

379 0 1,043,

3

118 3,844,8

号

07 △5,483,5

】

72 1,086,73

平

2 1,086,732

成

①固定資産の減少 0 0

２

0 0 △11,343,

６

061 △11,343

年

,061 △11,34

度

3,061

減価償却費

　

・直接資本減耗相当額

小

0 0 0 0 △9,304

田

,110 △9,304

原

,110 △9,304

市

,110

除売却相当額

　

0 0 0 0 △2,038

単

,952 △2,038

体

,952 △2,038

純

,952

②固定資産の

資

増加 1,682,37

産

9 0 1,043,11

変

8 3,844,807

動

5,859,489 1

計

2,429,793 1

算

2,429,793

固

書

定資産形成 1,682

（

,379 0 1,043

N

,118 3,844,

W

807 1,683,9

M

99 8,254,30

）

4 8,254,304

（

無償所管換等 0 0 0 0

自

4,175,489 4

平

,175,489 4,

成

175,489

２．長

２

期金融資産の変動 0 0

６

1,063 0 751,

年

109 752,172

　

752,172

①長期

４

金融資産の減少 0 0 0

月

0 △257,697 △

　

257,697 △25

１

7,697

②長期金融

日

資産の増加 0 0 1,0

 

63 0 1,008,8

至

06 1,009,86

平

9 1,009,869

成

３．評価・換算差額等

２

の変動 0 0 0

①評価・

７

換算差額等の減少 0 0

年

0

再評価損 0 0 0

その

　

他評価額等減少 0 0 0

３

②評価・換算差額等の

月

増加 0 0 0

再評価益 0

　

0 0

その他評価額等増

３

加 0 0 0

Ⅲ．その他の

１

純資産変動の部 0 0 0

日

0

１．開始時未分析残

）

高 0 0 0

２．その他純

（

資産の変動 0 0 0

その

単

他純資産の減少 0 0 0

位

その他純資産の増加 0

：

0 0

当期変動額合計 1

千

,960,482 △3

円

,844,807 △1

）

,884,325 1,

財

682,379 0 1,

源

044,181 3,8

財

44,807 △4,7

源

32,463 0 1,8

合

38,904 0 0 0 △

計

45,420

当期末残

資

高 29,818,45

産

8 △12,460,2

形

16 17,358,2

成

42 8,931,58

充

2 369,589 7,

当

354,538 12,

財

460,216 △28

源

,524,282 3,

資

170,034 3,7

産

61,677 276,

形

595,994 0 27

成

6,595,994 2

充

97,715,914

当 その他の純資産 その他の純
純資産合計

財源余剰
未実現財源

税収 社会保険料 移転収入 公債等
その他の 評価・換算 開始時未

その他純資産財源合計 資産合計
消費 財源の調達 差額等 分析残高

前期末残高 27,857,976 △8,615,409 19,242,567 7,249,204 369,589 6,310,356 8,615,409 △23,791,819 3,170,034 1,922,774 276,595,994 0 276,595,994 297,761,336

当期変動額

Ⅰ．財源変動の部 1,960,482 △3,844,807 △1,884,325 △1,884,325

１．財源の使途 △96,581,700 △3,844,807 △100,426,507 △100,426,507

①純経常費用への財源措置 △86,584,932 0 △86,584,932 △86,584,932

②固定資産形成への財源措置 △4,409,497 △3,844,807 △8,254,304 △8,254,304

事業用資産形成への財源措置 △2,342,595 △1,945,524 △4,288,119 △4,288,119

インフラ資産形成への財源措置 △2,066,901 △1,899,283 △3,966,185 △3,966,185

③長期金融資産形成への財源措置 △1,009,869 0 △1,009,869 △1,009,869

④その他の財源の使途 △4,577,403 0 △4,577,403 △4,577,403

直接資本減耗 △4,099,598 0 △4,099,598 △4,099,598

その他財源措置 △477,804 0 △477,804 △477,804

２．財源の調達 98,542,182 98,542,182 98,542,182

①税収 35,759,336 35,759,336 35,759,336

②社会保険料 9,399,780 9,399



（

11,050,789

単

②借入金収入 0 Ｘ

短期

位

借入金収入 0

借入金収

：

入 0

③その他の財務的

千

収入 118,691 Ｙ

円

財務的収支 △2,30

）

5,927 ＡＡ＝Ｚ－

【

Ｖ

当期資金収支額 37

経

4,662 ＡＢ＝Ｓ＋

常

ＡＡ

期首資金残高 9,

的

860,235 ＡＣ

期

収

末資金残高 10,23

支

4,897 ＡＤ＝ＡＢ

区

＋ＡＣ → ＢＳへ

分】

Ⅰ．経常的収支

１．経常的支出 112,226,468 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

①経常業務費用支出 52,757,631 Ａ

人件費支出 20,715,237

物件費支出 9,358,789

経費支出 11,632,013

業務関連費用支出（財務的支出を除く） 11,051,591

②移転支出 59,468,838 Ｂ

他会計への移転支出 0

補助金等移転支出 43,173,197

社会保障関係費等移転支出 15,983,553

その他の移転支出 312,089

２．経常的収入 122,0

【

70,885 Ｈ＝Ｄ＋

様

Ｅ＋Ｆ＋Ｇ

①租税収入

式

36,116,774

第

Ｄ

②社会保険料収入 9

4

,685,603 Ｅ

③

号

経常業務収益収入 32

】

,436,898 Ｆ

経

平

常収益収入 31,33

成

1,060

業務関連収

２

益収入 1,105,8

６

38

④移転収入 43,

年

831,610 Ｇ

他会

度

計からの移転収入 0

補

　

助金等移転収入 27,

小

889,766

その他

田

の移転収入 15,94

原

1,844

経常的収支

市

9,844,417 Ｉ

　

＝Ｈ－Ｃ

【資本的収支

単

区分】

Ⅱ．資本的収支

体

１．資本的支出 9,2

資

24,830 Ｍ＝Ｊ＋

金

Ｋ＋Ｌ

①固定資産形成

収

支出 7,698,59

支

4 Ｊ

②長期金融資産形

計

成支出 1,089,8

算

69 Ｋ

③その他の資本

書

形成支出 436,36

（

6 Ｌ

２．資本的収入 2

C

,061,002 Ｑ＝

F

Ｎ＋Ｏ＋Ｐ

①固定資産

)

売却収入 719,13

【

5 Ｎ

②長期金融資産償

3

還収入 479,165

区

Ｏ

③その他の資本処分

分

収入 862,701 Ｐ

形

資本的収支 △7,16

式

3,828 Ｒ＝Ｑ－Ｍ

】

基礎的財政収支 2,

（

680,589 Ｓ＝Ｉ

自

＋Ｒ

【財務的収支区分

平

】

Ⅲ．財務的収支

１．

成

財務的支出 13,47

２

5,406 Ｖ＝Ｔ＋Ｕ

６

①支払利息支出 2,0

年

95,738 Ｔ

公債費

　

（利払分）支出 2,0

４

36,305

借入金支

月

払利息支出 59,43

　

2

②元本償還支出 11

１

,379,669 Ｕ

公

日

債費（元本分）支出 1

 

0,294,824

公

至

債（短期）元本償還支

平

出 10,294,82

成

4

公債元本償還支出 0

２

借入金元本償還支出 0

７

短期借入金元本償還支

年

出 0

借入金元本償還支

　

出 0

その他の元本償還

３

支出 1,084,84

月

4

２．財務的収入 11

　

,169,480 Ｚ＝

３

Ｗ＋Ｘ＋Ｙ

①公債発行

１

収入 11,050,7

日

89 Ｗ

公債（短期）発

）

行収入 0

公債発行収入


